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事業報告
１. 企業集団の現況

⑴ 当連結会計年度の事業の状況
　①事業の経過及び成果

当連結会計年度において、売上高は3,232,180千円（前期比6.7%増）と
なりました。主力事業であるサブスクリプション売上は、2,746,612千円
（前期比7.5％増）と堅調に推移し、成長を牽引いたしました。顧客数は
1,589法人（前年同月1,549法人）と着実な増加を維持するとともに、平均
月額単価（※）は約157,900円（前年同月比3.1%増）へと上昇しました。
これは、既存顧客への追加サービス提供（クロスセル・アップセル）が順調
に進展していることに加え、導入初期から利用規模の大きい高単価な新規顧
客の獲得が継続していることによるものです。特に、解約率は極めて低い水
準を達成しており、既存顧客の維持のみならず、顧客基盤内での収益拡大が
加速する成長モデルを実現しております。

ソリューション売上については、SaaS導入支援プロジェクトとしてのデ
ータモダナイゼーション等が着実に進捗しており、485,567千円（前期比
2.6％増）と着実な増収基調を維持しております。
（※）「当月のサブスクリプション売上高」を「当月のサブスクリプション顧客数」で除した

数値で、100円未満を切捨てにしております。
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品目詳細

前連結会計年度
（自　2024年 4 月 1 日

至　2025年 3 月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 4 月 1 日

至　2026年 3 月31日）
前期比

売上高
（千円）

構成割合
（％）

売上高
（千円）

構成割合
（％）

差額
（千円）

増減率
（％）

サブスクリプション（注）1 2,554,778 84.4 2,746,612 85.0 191,834 7.5

ソリューション（注）2 473,409 15.6 485,567 15.0 12,158 2.6

合　　　　計 3,028,187 100.0 3,232,180 100.0 203,992 6.7

なお、売上高の内訳については下記のとおりであります。

（注）１. サブスクリプション：SaaSの月額利用料収入やSaaS導入後の運用支援契約に基づく
経常的な収入など、解約の申し出がない限り毎月継続的に発生
する収益であり、当社のMRR(Monthly Recurring Revenue、
月間経常収益)であります。

２. ソリューション　　：SaaSの初期設定、スポットのシステム導入・運用支援、システ
ムの受託開発、他社サービスの代理店販売・紹介料など、その
他のサービスに係る収益であります。

利益面においては、当連結会計年度を通じて、AIの活用や業務プロセスの
刷新を通じた生産性向上に注力いたしました。

売上原価につきましては、前期のプロダクト投資に伴う減価償却費が増加
したものの、開発体制の内製化推進や外部委託の見直しにより、外注費が大
幅に減少いたしました。 また、開発プロセスにおいては、①機動的なチー
ム編成（スモールチーム化）、②継続的デリバリの強化、③全体最適を実現
するプロダクトマネジメントの強化及び投資の最適化を柱としたエンジニア
リング組織の抜本的強化に取り組みました。

さらに、ソリューション売上を構成するデータモダナイゼーション業務の
標準化を進めたことで、労働集約的な工程においても、事業拡大に伴うマン
パワーへの依存度を段階的に低減させ、より生産性を重視した運営体制への
移行を推進しております。

こうしたテクノロジー活用と業務刷新による効率化の結果、人員構成の最
適化が進み、人件費及び求人関連費が低減いたしました。以上の結果、売上
原価は1,347,108千円（前期比5.9％減）となりました。

販売費及び一般管理費につきましては、期初に入社した新卒社員の育成・
戦力化を優先し、将来の成長に向けたマーケティング投資等を継続した結
果、1,655,618千円（前期比1.3％増）となりました。

以上の結果、EBITDAは785,636千円（前期比56.8%増）、営業利益は
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区 分
第24期

（2023年３月期）
第25期

（2024年３月期）
第26期

（2025年３月期）
第27期

（ 当 連 結 会 計 年 度 ）
（2026年３月期）

売 上 高 （ 千 円 ） 2,696,814 2,808,027 3,028,187 3,232,180
経常利益又は経常損失
（ △ ） （ 千 円 ）

236,432 208,984 △42,141 236,763

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損 失 （ △ ） （ 千 円 ）

158,150 146,131 △39,536 151,183

１株当たり当期純利益又は１株当たり
当 期 純 損 失 （ △ ） ( 円 )

11円46銭 10円59銭 △2円86銭 10円95銭

総 資 産 （ 千 円 ） 2,357,059 2,540,599 2,349,571 2,669,675

純 資 産 （ 千 円 ） 1,835,094 1,946,719 1,872,662 1,989,338

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ( 円 ) 132円95銭 141円04銭 135円67銭 144円13銭

229,453千円（前期は37,275千円の営業損失）となり、大幅な黒字転換を
達成いたしました。

また、米ドル建てでの取引に係る為替リスクの低減手段として為替予約を
行っており、当連結会計年度における円安の影響で当該為替予約に係る為替
差益が営業外収益として発生いたしました。その結果、経常利益は236,763
千円（前期は42,141千円の経常損失）となりました。

なお、当社グループの開示上の報告セグメントは「クラウドソリューショ
ン事業」の単一セグメントであるため、セグメントの業績については記載を
省略しております。

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
　企業集団の財産及び損益の状況

（注1）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当
たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

（注2）当社は、2026年４月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これに伴い、第24期（2023年3月期）の期首に当該株式分割が行わ
れたものと仮定して、1株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失及び1株当たり純資
産額を算定しております。
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⑷ 対処すべき課題
　当社グループの課題としては、主に以下の４項目を認識しております。

① 成長の原動力としての人材採用・育成
　当社グループの事業成長の核は「人的資本」にあります。顧客のDXを推進
するには、プロダクトを開発する、紹介する、に留まらず、不動産実務とテク
ノロジーの双方を深く理解し、顧客の経営課題を解決できる「ハイブリッド型
人材」の存在が不可欠です。
今後の事業規模拡大に向け、セールス、コンサルタント、エンジニアといった
各職種において、以下の取り組みを強化し、機動的な組織体制を構築してまい
ります。

・専門知識とリテラシーの融合：不動産業界特有の商習慣や法的知識に、最
新のITリテラシーを掛け合わせた教育プログラムを実施します。これによ
り、技術をビジネス価値へ翻訳し、顧客に最適な提案ができる課題解決型
人材を育成します。

・戦略的採用と早期戦力化：多様なバックグラウンドを持つ優秀な人材を継
続的に獲得するとともに、社内の知見を体系化したナレッジ共有基盤を
整備することで、入社後の早期戦力化を図ります。

・成長を促す環境整備：個々の専門性を最大限に発揮できる配置に加え、職
種を超えたプロジェクトへの参画など、成長機会を積極的に提供するこ
とで、組織全体の変革力を高め、事業展開を加速させてまいります。

② 顧客数拡大、ARPU向上、及びLTVの最大化
　 当 社 グ ル ー プ は 、 中 長 期 的 な 経 営 目 標 と し て 「 顧 客 数 5,000社 」
「ARPU（平均月額単価） 100,000円以上」の達成を掲げております。これ
らの指標を達成し、LTV（顧客生涯価値）を最大化させるため、以下の戦略に
注力いたします。

・エンタープライズ領域でのシェア拡大と信頼確保：法改正への迅速な対応
に加え、高度なセキュリティ要件を求める大手企業に対し、堅牢なSaaS
基盤の導入・稼働支援を強化します。エンタープライズ顧客への浸透は、
当社の社会的信用を高めるとともに、ARPUの直接的な向上に寄与しま
す。

・プラットフォームのハブ化による波及効果：大手企業の導入を起点とし
て、そのサプライチェーンを構成する中小規模の不動産会社へも利用の輪
を広げ、不動産市場の情報流通を支える「インフラ」としての立ち位置を
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確立します。これにより、営業効率を最大化しながら顧客数の拡大を図り
ます。

・カスタマーサクセスによるLTVの最大化：導入後の利活用支援を徹底する
ことで、解約率を低水準に維持し、安定的な継続収益を積み上げます。マ
ルチプロダクト戦略に基づく追加提案（アップセル・クロスセル）を加速
させ、顧客1社あたりの生涯価値を最大化してまいります。

・プラットフォーム上のビジネス機会創出と収益の立体化：当社のプラット
フォーム上で、不動産取引に関するマッチング機会を顧客やサービスサプ
ライヤーに提供します。SaaSの月額経常収益に加え、取引に応じた従量
的な売上機会を追求することで、収益構造の多層化（立体化）を図りま
す。

以上の施策を通じて、トップラインの成長と高い収益性を両立し、企業価値
の持続的な向上を目指します。

③ プロダクト開発への取り組み

　当社グループは、不動産領域に特化したバーティカルSaaSプロバイダーと
して、賃貸管理・仲介、売買、物件情報管理など、あらゆる業務フェーズに最
適化されたプロダクト群を提供する「マルチプロダクト戦略」を推進しており
ます。これにより、顧客内でのシームレスな情報連携を実現し、業務全体の生
産性向上に寄与いたします。
今後の成長戦略として、以下の3点を重点的に取り組んでまいります。

・継続的な新サービス開発とクロスセル： 市場ニーズを迅速に捉えた新機
能やAI機能の搭載により、既存顧客へのクロスセルによるARPU（1顧客
あたり平均売上）の向上と、新規顧客の獲得を両立し、持続的な売上成長
を図ります。

・データモダナイゼーションの推進： 単なるシステム移行に留まらず、最
新のクラウドネイティブなアーキテクチャへの刷新を通じて、顧客のデー
タ活用を高度化させます。現在ソリューションサービスとして提供してい
る移行プロセスをシステム化・標準化することで、導入期間の短縮と早期
の売上計上につなげます。
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・AIエージェントとの共生： 技術革新によりSaaSのあり方が問われる中、
当社は、正確な「公式記録・データ」を管理する基幹システムこそが、AI
が真価を発揮するための基盤になると認識しております。基幹システムの
外縁でAIエージェントが稼働する環境を構築し、圧倒的な業務効率化を実
現します。

④ サービス品質の向上と情報セキュリティ管理の徹底
　当社グループは、不動産市場のDXを牽引するリーディングカンパニーとし
て、サービスの「可用性・継続性」及び「強固なセキュリティ」の確保を経営
の最優先事項の一つと位置づけております。

・ITサービス品質の継続的改善： ITサービスマネジメントシステム
（ITSMS）の国際規格である「ISO/IEC 20000-1」に基づき、厳格な管
理体制を運用しております。今後も「ITサービス基本方針」に則り、第三
者視点による客観的な評価・改善を継続することで、エンタープライズ顧
客の要求水準を上回る高品質なサービスを提供いたします。

・クラウドセキュリティとリスク管理の強化： クラウドサービスに特化し
た情報セキュリティ規格「ISO/IEC 27017」を維持し、クラウド固有の
リスクに対する防御力を高めております。膨大な不動産データを扱うプラ
ットフォームとして、安全かつ適切な運用体制を磨き上げ、顧客が安心し
てデータを預けられる環境を構築します。

・情報保護体制の高度化と教育の徹底： 「ISO/IEC 27001（ISMS）」に
準拠した情報保護体制のもと、個人情報及び機密情報の厳格な管理を推進
しております。システム監査や内部監査の強化に加え、全従業員への定期
的な情報セキュリティ教育を実施することで、組織全体のコンプライアン
ス意識を醸成し、情報漏洩リスクを最小化します。
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⑸ 主要な事業内容（2026年3月31日現在）
　　当社グループは、「テクノロジーと心で、たくさんのいい生活を」という
ミッションのもと、「心地いいくらしが循環する、社会のしくみをつくる」を
ビジョンに掲げ、不動産市場のデジタルトランスフォーメーション（DX）を
推進しております。

■ 事業の概要と提供価値
　不動産ビジネスの全フェーズ（賃貸管理・仲介、売買、資産運用）を網羅す
るシステム・アプリケーションを自社で企画・開発し、サブスクリプション型
のSaaSとして提供しております。当社のサービスは、以下の経営課題を解決
し、不動産事業者の生産性向上と一般消費者の取引体験（UX）の革新を実現
します。

・業務効率化とデータ利活用：物件・契約・顧客情報の統合管理、AI活用に
よる業務の省力化

・収益機会の最大化：ウェブマーケティング強化、オーナー向け資産運用管
理、マッチング機会の創出

・不動産取引のデジタル化：VR内覧、IT重説、電子契約・決済への対応
・ガバナンスと信頼：強固な情報セキュリティ、データ保全、法改正への迅

速なアップデート

■ 市場の特性と当社の優位性
　不動産市場は「多数の中小事業者」「全国的な分散」「法定の共通業務フロ
ー」という特性を持ち、クラウド・SaaSモデルとの親和性が極めて高い市場
です。当社グループは、この市場特性に対し以下の強みを持ってアプローチし
ています。

・垂直統合型（バーティカル）SaaS：業界特有の商習慣に深く入り込み、
基幹業務から周辺業務までをシームレスにつなぐ「マルチプロダクト」を
展開しています。

・プラットフォーム・インフラ戦略：大手企業から中小事業者までを繋ぐ
「情報・取引インフラ」としての地位を確立し、市場全体の標準化を牽引
しています。

・多様な提供形態（SaaS ＋ ソリューション）： 標準的なSaaS提供に加
え、顧客のデータ活用を高度化する「データモダナイゼーション」や、業
務そのものを支援する「BPaaS（Business Process as a Service）」を
提供し、多様なニーズに深く応えています。
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　当社グループは、不動産市場における「ユニークなポジション」と「圧倒的
なドメイン知識（業界知識）」を活かし、テクノロジーによって不動産取引を
より円滑で信頼性の高いものへと進化させてまいります。
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本 社 東京都港区南麻布五丁目２番32号　興和広尾ビル

大 阪 支 店
大阪府大阪市北区大深町４番20号　グランフロント大
阪タワーA

福 岡 支 店
福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目25番21号　博多駅
前ビジネスセンター

名 古 屋 支 店
愛知県名古屋市中村区名駅三丁目28番12号　大名古屋
ビルヂング

株式会社リアルテック・コンサルティング 東京都港区南麻布五丁目２番32号　興和広尾ビル

事 業 区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

ク ラ ウ ド ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 216名 7名減

区　　分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

男　　性 137名 3名減 36.15歳 8.1年

女　　性 57名 2名減 34.31歳 7.2年

合計又は平均 194名 5名減 35.61歳 7.8年

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 り そ な 銀 行 154,240千円

⑹ 主要な営業所（2026年３月31日現在）

⑺ 従業員の状況（2026年３月31日現在）
　① 企業集団の従業員の状況

（注）１. 上記従業員数は正社員の人員であり、契約社員、アルバイト、嘱託及び派遣社員は含
まれておりません。

２. 契約社員、アルバイト、嘱託及び派遣社員の年間平均人員は、23名であります。

　② 当社の従業員の状況

（注）１. 上記従業員数は正社員の人員であり、契約社員、アルバイト、嘱託及び派遣社員は含
まれておりません。

２. 契約社員、アルバイト、嘱託及び派遣社員の年間平均人員は、14名であります。

⑻ 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　記載すべき重要事項はありません。
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⑴ 発行可能株式総数 26,383,200株

⑵ 発行済株式の総数 7,280,700株 （うち自己株式379,323株）

⑶ 単元株式数 100株

⑷ 株主数 2,279名

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

前 　 野 　 善 　 一 1,030,338株 14.92％

北 　 澤 　 弘 　 貴 956,473 13.85

塩 　 川 　 拓 　 行 902,548 13.07

中 　 村 　 清 　 高 886,397 12.84

い い 生 活 従 業 員 持 株 会 549,900 7.96
光通信ＫＫ投資事業有限責任組合
無 限 責 任 組 合 員 光 通 信 株 式 会 社 378,300 5.48

兼 　 英 樹 101,900 1.47

光 通 信 株 式 会 社 72,800 1.05

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 69,300 1.00

松 崎 　 明 67,768 0.98

２. 株式の状況（2026年３月31日現在）

⑸ 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を379,323株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており
ます。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３. 前野善一氏、北澤弘貴氏、塩川拓行氏、中村清高氏、松崎明氏の所有株式数には、役
員持株会を通じて所有している持分を含めた実質所有株式数を記載しております。
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３. 新株予約権等の状況
⑴ 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状
況（2026年３月31日現在）
該当事項はありません。

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。

⑶ その他新株予約権に関する重要な事項
該当事項はありません。
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氏 　 名 地　位 主な活動状況及び社外取締役に期待される
役割に関して行った職務の概要

成 本 治 男 取 締 役
（監査等委員）

当期開催の取締役会17回中16回に出席し、弁護
士として培われた法律知識に加え、不動産領域及
びテクノロジー領域における幅広い見地から、議
案審議における意思決定の妥当性・適正性を確保
するための必要な発言を適宜行っております。
また、当期開催の監査等委員会17回中12回に出
席し、監査結果についての意見交換、監査に関す
る重要事項の協議等を行っております。

伊 藤 耕 一 郎 取 締 役
（監査等委員）

当期開催の取締役会17回中16回に出席し、会
計・税務の専門家としての豊富な知識・経験の見
地から、議案審議における意思決定の妥当性・適
正性を確保するための必要な発言を適宜行ってお
ります。
また、当期開催の監査等委員会17回中16回に出
席し、監査結果についての意見交換、監査に関す
る重要事項の協議等を行っております。

神 村 大 輔 取 締 役
（監査等委員）

当期開催の取締役会17回全てに出席し、金融市場
における広範な知識と経験に加え、弁護士として
知的財産権、紛争解決、不動産領域等多方面にお
ける幅広い見地から、議案審議における意思決定
の妥当性・適正性を確保するための必要な発言を
適宜行っております。
また、当期開催の監査等委員会17回全てに出席
し、監査結果についての意見交換、監査に関する
重要事項の協議等を行っております。

４. 会社役員の状況
⑸ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　社外取締役（監査等委員）成本治男氏は、TMI総合法律事務所のパート
ナーであります。TMI総合法律事務所と当社との間には特別な関係はあり
ません。
　社外取締役（監査等委員）伊藤耕一郎氏は、伊藤国際会計税務事務所の
代表であります。伊藤国際会計税務事務所と当社との間には特別な関係は
ありません。
　社外取締役（監査等委員）神村大輔氏は、清風法律事務所の弁護士であ
ります。清風法律事務所と当社との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

（注）上表の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条第2項に基づき取
締役会決議があったものとみなす書面決議が1回ありました。
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③ 社外役員の報酬等の総額
社外役員４名（当事業年度中に任期満了により退任した１名を含む）に対
する当事業年度に係る報酬等の総額は、14,400千円であります。

⑹ 会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しており、取締役が業務に起因して損害賠償責任を負
った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当す
るものを除く。）等をこれにより填補します。被保険者の範囲は全ての取締
役です。保険契約期間は1年間であり、当該期間の満了前に取締役会で決議
の上更新する予定であります。なお保険料は、全額を当社が負担しておりま
す。
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支払額

① 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に
基づく報酬等の額 13,000千円

② 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金
銭その他の財産上の利益の合計額 13,000千円

５. 会計監査人の状況
⑴ 会計監査人の名称
Ｍｏｏｒｅみらい監査法人

⑵ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社は会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査に係る報酬等の額
と金融商品取引法に基づく監査に係る報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的に
も区分できませんので、上記①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま
す。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見
積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監
査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す
ると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が、会
計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員
は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。
なお、監査等委員会は、会計監査人の継続監査年数等個別の事情を勘案し

まして、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内
容を決定いたします。

⑷ 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
①　当社は、企業の存続のためにはコンプライアンスの徹底が不可欠である
と認識しております。法令遵守はもちろんのこと、当社の業務遂行上の
「価値基準」でもある「バリュー」の推進に努め、「コンプライアンス規
程」の遵守を徹底するとともに社内研修・教育活動を通じて周知徹底を図
るなど、企業倫理の確立に努めております。
②　社長直属の内部監査室が、監査等委員会・会計監査人との連携・協力の
もと内部監査を実施しており、業務の適法かつ適切な運営と内部管理の徹
底を図っております。また随時、問題点や今後の課題などを社長に報告す
る体制を整備しております。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報は、法令、定款、及び「文書管理規程」「情

報セキュリティ基本方針」等の社内規程、方針等に従い、文書(紙または電
磁的媒体)に記録して適切に保管、管理する体制をとっております。取締役
はこれらの文書を閲覧することができます。
当該文書には、株主総会議事録、取締役会議事録、監査等委員会議事録、
経営会議議事録、これらの議事録の添付書類、その他取締役の職務の執行に
関する重要な文書があります。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　災害による損失、基幹システムの障害、役員及び使用人の不正等による
重大な損失のリスクを認識し対応するための「リスク管理規程」を適切に
運用するとともに、リスク管理体制の構築及び維持・整備に努めておりま
す。
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②　セキュリティに関する責任者としてチーフセキュリティオフィサーを設
置し、代表取締役社長が定める情報セキュリティの基本方針及びサービス
マネジメントの基本方針に従い、ITサービスマネジメント委員会及び各部
門の代表者が参加するセキュリティコミッティにおいてセキュリティに関
するリスク分析、対策の実施、情報交換等を行っております。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社は創業以来、的確かつ迅速な企業経営を重要課題と位置づけ、コー
ポレート・ガバナンス体制の充実、素早い意思決定と効率的な経営体制の
構築に努めております。
②　取締役会は少なくとも月に１回以上開催し、情報の共有及び意思の疎通
を図り会社の重要事項を決議するとともに、各取締役の業務執行を監督し
ております。
③　取締役会の下に常勤取締役、執行役員及び本部長で構成される経営会議
を設置し、原則として週に１回開催しております。経営会議におきまして
は取締役会付議事項の事前検討、取締役会から委譲された権限の範囲内に
おける様々な経営課題についての意思決定を行っております。
④　取締役会は、経営組織、各取締役及び執行役員の職務分掌を定め、各取
締役及び執行役員は職務分掌に基づき適切に業務を執行しております。

⑸ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制
① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社は、子会社における重要事項を当社経営会議又は取締役会の付議事

項とする旨「関係会社管理規程」に定めており、当該規程の適切な運用に
よって、当社は子会社の取締役等の職務の執行に係る事項について承認を
行い、又は報告を受けております。
② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、「関係会社管理規程」により、「リスク管理規程」を含む主な

方針及び規程を子会社にも適用する旨定めており、子会社は当社が定める
セキュリティに関する基準等及びリスク管理体制等の適用対象となってお
ります。
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③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制
イ. 取締役会は少なくとも月に１回以上開催し、情報の共有及び意思の疎

通を図り会社の重要事項を決議するとともに、各取締役の業務執行を
監督しております。

ロ. 当社は、子会社における重要事項を当社経営会議又は取締役会の付議
事項とする旨「関係会社管理規程」に定めており、経営会議における
意思決定を通じて、子会社における効率的な経営体制の構築に努めて
おります。

④ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制
当社と子会社は、企業集団として当社グループ共通の価値基準（「バリ

ュー」）を共有し、一体性を有します。当社の内部監査室は、当社が定め
る「内部監査規程」に基づき、当社のみならず子会社も監査対象として内
部監査を実施しております。

⑹ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
①　取締役会において監査等委員と代表取締役との定期的な意見交換を実施
するほか、取締役会または経営会議といった会議体に限らず、取締
役(監査等委員である取締役を除く。)より監査等委員に対して適宜情報提供
を行っております。
②　監査等委員会の下に監査等委員会事務局を設置し、監査等委員の職務を
補助する使用人が業務にあたっております。

⑺ 前号の取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）か
らの独立性に関する事項並びに前号の取締役及び使用人に対する監査等委
員会の指示の実効性の確保に関する事項

①　監査等委員会事務局の担当者は、監査等委員会より指示された業務の実
施に関して、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの指示、命
令を受けないこととしております。
②　監査等委員会事務局の担当者の人事異動に関しては、事前に監査等委員
会に報告し、その了承を得ることとしております。
③　監査等委員会事務局の担当者は、監査等委員会に出席し、監査等委員会
より指示された業務の実施内容及び結果につき報告を行うこととしており
ます。

－ 17 －



⑻ 監査等委員会への報告に関する体制
① 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等
委員会に報告するための体制
イ. 監査等委員は可能な限り経営会議にも出席し、監査等委員会において

他の監査等委員に対し経営会議における議題及び審議の経過を報告す
ることとしております。

ロ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員は、会社の
信用、業績等に重大な悪影響を与える事項、または重大な悪影響を与
えるおそれのある事項が発覚したときには、速やかに監査等委員会に
報告することとしております。

② 子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの
者から報告を受けた者が監査等委員会に報告するための体制
イ. 監査等委員会は、「監査等委員会監査基準」に基づき、子会社に対し

て事業の報告を求めることとしております。
ロ. 当社は、子会社における重要事項を当社経営会議又は取締役会の付議
事項とする旨「関係会社管理規程」に定めており、該当事項につきま
しては子会社より経営会議又は取締役会に対して報告されます。

ハ. 「関係会社管理規程」により、当社は「コンプライアンス・ホットラ
イン」制度を子会社においても利用できることとしております。当該
制度を利用して通報が行われた場合、当該通報内容は監査等委員会に
通知され、監査等委員会において調査の可否に係る検討、調査の要請
及び結果の受領、経営会議に対する通報内容及び結果概要の報告が行
われる旨、「コンプライアンス・ホットライン運用管理規程」に定め
ております。

⑼ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制
当社は「コンプライアンス・ホットライン運用管理規程」に基づき、前号
の「コンプライアンス・ホットライン」制度を利用した通報者が不利益とな
る一切の行為を禁止しております。
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⑽ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に限る。）について
生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員は、職務の執行について生ずる費用については、「経理規程」
等に基づき精算することとしています。

⑾ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査等委員は、可能な限り経営会議に出席し、重要事項の報告を受ける
体制をとっております。
②　監査等委員会は、会計監査人・内部監査室と連携・協力して監査を実施
しております。
③　取締役会において監査等委員と代表取締役との定期的な意見交換を実施
することとしております。

⑿ 財務報告の信頼性及び適正性を確保するための体制
当社は、財務報告の信頼性及び適正性を確保し、また金融商品取引法に定
める内部統制評価制度への適切な対応を図るため、取締役会において財務報
告に係る内部統制の整備及び運用に関する基本方針を定めております。ま
た、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、当該システムが有効
かつ適正に機能しているか継続的に評価を行い、不備に対する必要な是正措
置を講じるものとしております。

⒀ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び社内体制の整備状況
当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対

しては、その排除に努めるとともに毅然とした姿勢で組織的な対応を図り、
取引関係等の一切の関係を持たない方針を堅持いたしております。
なお、反社会的勢力排除に対応するための部署及び対応マニュアルは設置
済みでありますが、引続き社内体制の整備強化、及び警察等の外部機関や関
連団体との連携等に今後も継続的に取り組んでまいります。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての運用状況の概要は
以下のとおりであります。

⑴ 取締役の職務の適正の確保に関する事項
取締役会は、監査等委員3名を含む取締役8名で構成されております。当

期においては、取締役会を17回開催し、内部統制の状況も含めた職務執行
の状況が担当取締役から報告されるとともに、重要な意思決定等について活
発な意見交換が行われ、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するよう
に監督しました。
子会社の取締役等の職務の執行に係る事項について、「関係会社管理規

程」に基づき、経営会議又は取締役会で、子会社の取締役等の職務の執行に
係る事項について報告を受け、承認を行いました。

⑵ 損失の危険の管理に関する事項
当社は、「リスク管理規程」を適切に運用することで、リスク管理体制の
構築及び維持・整備に努めています。当期においては、経営会議を49回開
催し、各部門のリスク状況の区分・把握・報告、規程の立案・制定を含むリ
スク管理体制の整備を行うとともに、未然防止策の立案等の実施に関し、モ
ニタリングを行いました。
また、情報セキュリティの基本方針及びサービスマネジメントの基本方針

に従い、セキュリティコミッティを毎月開催し、セキュリティに関するリス
ク分析、対策の実施、情報交換等を行いました。

⑶ コンプライアンスに関する事項
役職員に対し、コンプライアンス意識の向上及び不正行為等の防止を図る

ため、定期的に内部統制・インサイダー防止・情報セキュリティ等、コンプ
ライアンスに係る各種研修を開催いたしました。また、「コンプライアン
ス・ホットライン運用管理規程」に基づき、当社顧問弁護士事務所内に内部
通報窓口を設けております。
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⑷ 内部監査に関する事項
内部監査部門である内部監査室は、社長に直属し、期初に策定した内部監

査計画に基づき子会社を含めて内部監査を実施し、社長及び取締役会へ監査
結果の報告を行いました。
また、監査等委員会に毎月監査状況の報告を行うとともに、会計監査人と
は「財務報告に係る内部統制の監査」の過程で随時必要な情報交換を行う等
の連携を図りました。

⑸ 監査等委員会監査に関する事項
2015年６月26日開催の定時株主総会における決議に基づき当社は監査役

会設置会社から監査等委員会設置会社へ変更しており、取締役会における議
決権を有する監査等委員である取締役により、取締役会の監督機能を一層強
化しております。当社の監査等委員会は、社外取締役である監査等委員３名
で構成されております。
当期においては監査等委員会を毎月開催しました。また、同委員会におい

て代表取締役との面談を３ヶ月に１回実施したほか、内部監査室や内部統制
を推進する部署横断的な組織である「内部統制事務局」とも連携し、毎月、
内部監査状況や内部統制の状況について報告を受けました。その他、会計監
査人へのヒアリングを年に３回実施いたしました。
また、監査等委員は、取締役会のほか、可能な限り経営会議にも出席し、
取締役の業務の執行状況やコンプライアンスに関する問題点を確認し、経営
監視機能の強化及び向上を図りました。
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（連結ベース） 第24期
2023年３月期

第25期
2024年３月期

第26期
2025年３月期

第27期
2026年３月期

①1株当たり配当額 (実績)2.５円 (実績)2.５円 (実績)2.５円 (予定)3円

②配当金総額 34,507千円 34,507千円 34,506千円 41,408千円
③親会社株主に帰属
する当期純利益又
は親会社株主に帰
属する当期純損失
（△）

158,150千円 146,131千円 △39,536千円 151,183千円

④1株当たり当期純利
益又は1株当たり当
期純損失（△）

11円46銭 10円59銭 △２円86銭 10円95銭

⑤配当性向
（＝①／④） 21.8％ 23.6％ － 27.4%

７. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、成長を実現するための投資（サービスの開発）及び今後の成長を

支える財務基盤の強化に加えて、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営
課題の一つとして位置付けております。株主の皆様への利益還元の基本方針
としては、当該期の業績及びフリー・キャッシュフローの水準を十分に勘案
した上で、利益配当の継続的実施並びに配当額の継続的成長の実現に向けて
取り組んでまいりたいと考えております。
2026年３月期の期末配当につきましては、１株当たり６円の配当を株主

総会にお諮りする予定であります。なお当社は、2026年４月１日を効力発
生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、
2026年３月期の期末配当については、配当基準日が2026年３月31日であ
るため、該当株式分割前の株式数が基準になります。
当社は、自己株式の取得につきましても、株主の皆様に対する有効な利益

還元の一つと考えており、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂
行を可能にするものと考えております。今後におきましても、株価の動向や
財務状況等を考慮しながら適切に対応してまいります。
2026年３月末現在の保有自己株式数は379,323株、発行済株式総数の
5.2％となっております。

（配当に関する数値情報）

（注）１.１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出して
おります。

２.当社は、2026年４月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分
割を行っております。2023年3月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１
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株当たり配当額、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失を算定しておりま
す。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中
間配当を行うことができる」旨を定款に定めておりますが、当面の間につき
ましては、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし
ております。なお、当社における剰余金の配当等の決定機関は、期末配当に
ついては株主総会、中間配当については取締役会であります。
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資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流　動　資　産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

前 払 費 用

為 替 予 約

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

投資その他の資産

ゴ ル フ 会 員 権

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産　

860,130

608,602

172,058

2,519

88,197

1,925

8,720

△21,892

1,809,544

47,381

19,047

28,333

1,584,738

818

1,401,988

181,931

177,425

42,000

73,603

20,695

41,126　

流　動　負　債 592,050

1 年 内 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金 68,640

未 払 金 108,031

未 払 法 人 税 等 97,299

前 受 金 169,675

賞 与 引 当 金 66,046

そ の 他 82,357

固　定　負　債 88,286

長 期 借 入 金 85,600

預 り 保 証 金 2,686

負 債 合 計 680,336

純 資 産 の 部

株　主　資　本 1,989,338

資 本 金 628,411

資 本 剰 余 金 718,179

利 益 剰 余 金 781,362

自 己 株 式 △138,614

純 資 産 合 計 1,989,338

資 産 合 計 2,669,675 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,669,675

連　結　貸　借　対　照　表
（2026年３月31日）　　　　（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示してあります。
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（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金　　　　　額

売 　 　 　 　 　 上 　 　 　 　 　 高 3,232,180

売 　 　 　 上 　 　 　 原 　 　 　 価 1,347,108

売 上 総 利 益 1,885,072

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,655,618

営 　 　 　 業 　 　 　 利 　 　 　 益 229,453

営 　 　 業 　 　 外 　 　 収 　 　 益

受 取 利 息 987

雑 収 入 5,767

為 替 差 益 8,102

未 払 配 当 金 除 斥 益 335

受 取 手 数 料 415 15,607

営 　 　 業 　 　 外 　 　 費 　 　 用

支 払 利 息 1,447

支 払 手 数 料 600

雑 損 失 6,251 8,298

経 　 　 　 常 　 　 　 利 　 　 　 益 236,763

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 71 71

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 236,835

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 86,205

法 人 税 等 調 整 額 △553 85,652

当 期 純 利 益 151,183

親会社株主に帰属する当期純利益 151,183

連　結　損　益　計　算　書

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示してあります。
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（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本
純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2025年４月１日　残高 628,411 718,179 664,686 △138,614 1,872,662 1,872,662

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △34,506 △34,506 △34,506

親会社株主に帰
属する当期純利
益

151,183 151,183 151,183

連結会計年度中の変動額合計 － － 116,676 － 116,676 116,676

2026年３月31日　残高 628,411 718,179 781,362 △138,614 1,989,338 1,989,338

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示してあります。
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ロ. 無形固定資産 定額法を採用しております。但し、自社利用のソフ
トウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　　２社
連結子会社の名称　株式会社リアルテック・インベストメント

株式会社リアルテック・コンサルティング

⑵ 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

⑶ 連結子会社の事業年度に関する事項
株式会社リアルテック・インベストメント及び株式会社リアルテック・コンサルティン
グの決算日は３月31日で連結決算日と一致しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ.　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっています。

ロ.　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産 定率法を採用しております。

但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　 6 ～15年
工具器具備品　　　 4 ～20年

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支払見
込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上し
ております。
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④ 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な
履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりであります。
　インターネットを経由して提供するSaaSの利用料、ならびにSaaS導入後の運用支援
契約に基づく経常的な収入などについては、月額利用料金として顧客から料金を収受
し、毎月末日をサービス提供の完了月とし月次で収益を認識しております。スポットの
システム導入・運用支援、システムの受託開発などのサービスの販売形態については、
成果物が顧客に検収された時点において顧客が当該成果物に対する支配を獲得し、履行
義務が充足されると判断していることから、通常は顧客に検収された時点で収益を認識
しております。

【会計方針の変更】
該当事項はありません。

【会計上の見積りの注記】
該当事項はありません。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 184,013千円

コミットメントライン契約の総額 400,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円

当座貸越極度額の総額 250,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 250,000千円

工具器具備品 71千円
計 71千円

２. 連結貸借対照表に関する注記

⑵ コミットメントライン契約
　当社は機動的で安定した資金調達の確保を狙いとし、コミットメントライン契約を取引銀
行1行と締結しております。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと
おりであります。

⑶ 当座貸越契約
　当社は機動的で安定した資金調達の確保を狙いとし、当座貸越契約を取引銀行2行と締結
しております。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま
す。

３. 連結損益計算書に関する注記
固定資産売却益の内容は次のとおりであります。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 7,280,700株 －株 －株 7,280,700株

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 379,323株 －株 －株 379,323株

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 34,506 利益剰余金 5 2025年3月31日 2025年6月30日

決議予定 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年６月29日
定時株主総会

普通株式 41,408 利益剰余金 6 2026年3月31日 2026年6月30日

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

⑶ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

（注）当社は、2026年４月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、
2026年３月期の期末配当については、配当基準日が2026年3月31日であるため、当該株式分割前の株式数が基準となり
ます。
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５. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループの資金運用については、短期的な預金等に限定しております。
また、資金調達については、原則として、営業活動によるキャッシュ・フローでの調達

を基本としておりますが、必要に応じ、銀行等金融機関からの借入とする方針でありま
す。

デリバティブは実需の範囲内で利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金に係る顧客の信用リスクは経理規程及び与信管理規程に従い、取

引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、関係者に周知することにより、リスクの低減を
図っております。

ゴルフ会員権に係る市場リスクについては、四半期ごとに日刊新聞又はゴルフ会員権取
扱店（インターネットサイト含）等にて相場（時価）の把握を行っております。

資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）について
は、経理部が資金業務手順書に従い、預金残高の管理を行っております。

敷金及び保証金は、主に建物の賃貸借契約に係る敷金として差入れており、債務者の信
用リスクに晒されておりますが、契約満了時に一括して返還されるものであります。

デリバティブ取引は、外貨建て取引に係る為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取
引を利用しています。当社グループのデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い金融機
関であるため、相手方の契約不履行によるリスクは極めて低いと認識しています。また、
デリバティブ取引は、代表取締役副社長CFOの監督の下、財務部が取組方針に基づいて管
理を行っています。

③ 金融商品の時価等に関する事項の補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用
しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

④ 信用リスクの集中
当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち17.7％が特定の大口顧客（１

社）に対するものであり、また営業債権のほぼ全てが不動産業界に携わる顧客に対するも
のであります。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

① ゴルフ会員権 42,000 53,257 11,257
② 敷金及び保証金 73,603 70,684 △2,918

資産計 115,603 123,941 8,338
③ 長期借入金（※1） 154,240 154,240 －

負債計 154,240 154,240 －
④ デリバティブ取引（※2） 1,925 1,925 －

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ取引 － 1,925 － 1,925

⑵ 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりです。現金及び預金、売掛金、未払金、未払法人税等、及び預り金は、短期間で決
済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。

（単位：千円）

（※1）長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味
の債務となる項目については（　）で示しています。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを
用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合　計

ゴルフ会員権 29,300 23,957 － 53,257
敷金及び保証金 － － 70,684 70,684

資産計 29,300 23,957 70,684 123,941
長期借入金 － 154,240 － 154,240

負債計 － 154,240 － 154,240

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
資産
　ゴルフ会員権

相場価格が公表されているゴルフ会員権については、日刊新聞又はゴルフ会員権
取扱店（インターネットサイト含）等の相場価格を時価として、レベル１の時価に
分類しております。

相場価格が公表されていないゴルフ会員権については、将来の回収が最終的に見
込めると認められる部分の将来キャッシュ・フローを国債利回りで割り引いた現在
価値によって算定した金額を時価として、レベル２の時価に分類しております。

　敷金及び保証金
オフィスの賃貸借契約に係る敷金については、将来の回収が最終的に見込めると

認められる部分の将来キャッシュ・フローを国債利回りで割り引いた現在価値によ
って算定した金額に、将来の回収が最終的に見込めないと認められる部分の未償却
残高を加えた金額を時価として、レベル３の時価に分類しております。

負債
　長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金については、変動金利によっており、短期間で市場金利を反映し、ま
た、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近
似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル2の時価に分類し
ております。

デリバティブ取引
為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定してお

り、レベル２の時価に分類しています。
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品目詳細 当連結会計年度
売上高（千円） 構成割合（％）

サブスクリプション 2,746,612 85.0
ソリューション 485,567 15.0

合計 3,232,180 100.0

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権 172,058 千円
契約負債 169,675 千円

⑴ １株当たり純資産額 144円13銭
⑵ １株当たり当期純利益 10円95銭

６. 収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）１.サブスクリプション：SaaSの月額利用料収入やSaaS導入後の運用支援契約に基づく経常的な収入など、
解約の申し出がない限り毎月継続的に発生する収益であり、当社のMRR(Monthly 
Recurring Revenue、月間経常収益)であります。

２.ソリューション　　：SaaSの初期設定、スポットのシステム導入・運用支援、システムの受託開発、他
社サービスの代理店販売・紹介料など、その他のサービスに係る収益であります。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　「連結注記表 １.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ⑷
　　会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　契約負債は主に、サービス提供前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表 

上、流動負債の前受金に含まれております。
　　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下の通りであります。

７. １株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2026年４月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該
株式分割については、当連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純
利益を算定しております。

８. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流　動　資　産 712,095 流　動　負　債 721,392

現 金 及 び 預 金 428,358 1 年 内 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金 68,640

売 掛 金 172,058 関 係 会 社 短 期 借 入 金 150,000

仕 掛 品 365 未 払 金 147,435

前 払 費 用 116,690 未 払 法 人 税 等 55,436

為 替 予 約 1,925 未 払 消 費 税 等 54,942

そ の 他 14,590 前 受 金 169,675

貸 倒 引 当 金 △21,892 賞 与 引 当 金 60,406

固　 定　資 　産 1,813,578 そ の 他 14,856

有 形 固 定 資 産 47,381 固　定　負　債 88,286

建 物 附 属 設 備 19,047 長 期 借 入 金 85,600

工 具 器 具 備 品 28,333 預 り 保 証 金 2,686

無 形 固 定 資 産 1,582,587 負 債 合 計 809,679

商 標 権 818 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア 1,400,823 株　主　資　本 1,715,994

ソフトウェア仮勘定 180,946 資　　本　　金 628,411

投資その他の資産 183,609 資　本　剰　余　金 718,179

関 係 会 社 株 式 11,684 資 本 準 備 金 718,179

ゴ ル フ 会 員 権 42,000 利　益　剰　余　金 508,018

敷 金 及 び 保 証 金 73,603 そ の 他 利 益 剰 余 金 508,018

長 期 前 払 費 用 20,695 繰 越 利 益 剰 余 金 508,018

繰 延 税 金 資 産 35,626 自　己　株　式 △138,614

純 資 産 合 計 1,715,994
資 産 合 計 2,525,673 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,525,673

貸　借　対　照　表
（2026年３月31日）　　　　（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示してあります。
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（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金　　　　　額

売 　 　 　 　 　 上 　 　 　 　 　 高 3,231,998

売 　 　 　 上 　 　 　 原 　 　 　 価 1,498,227

売 上 総 利 益 1,733,771

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,651,243

営 　 　 　 業 　 　 　 利 　 　 　 益 82,528

営 　 　 業 　 　 外 　 　 収 　 　 益

受 取 利 息 775

不 動 産 賃 貸 料 17,298

為 替 差 益 8,102

雑 収 入 5,767

未 払 配 当 金 除 斥 益 335

受 取 手 数 料 415

業 務 受 託 料 14,816 47,511

営 　 　 業 　 　 外 　 　 費 　 　 用

支 払 利 息 3,838

支 払 手 数 料 600

雑 損 失 6,701 11,139

経 　 　 　 常 　 　 　 利 　 　 　 益 118,900

特 　 　 　 別 　 　 　 利 　 　 　 益

固 定 資 産 売 却 益 71 71

税　引　前　当　期　純　利　益 118,972

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 42,682

法 人 税 等 調 整 額 2,303 44,985

当 　 　 期 　 　 純 　 　 利 　 　 益 73,987

損　益　計　算　書

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示してあります。
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（ 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 628,411 718,179 718,179 468,538 468,538 △138,614 1,676,514

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △34,506 △34,506 △34,506

当 期 純 利 益 73,987 73,987 73,987

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － 39,480 39,480 － 39,480

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 628,411 718,179 718,179 508,018 508,018 △138,614 1,715,994

純資産合計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 1,676,514

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △34,506

当 期 純 利 益 73,987

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 39,480

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 1,715,994

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示してあります。
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① 有形固定資産 定率法を採用しております。但し、2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備については、定額法
によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　 6 ～15年
工具器具備品　　　 4 ～20年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。但し、自社利用のソフ
トウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっています。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵ 固定資産の減価償却の方法

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支払見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお
ります。

⑷ 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ
ります。
　インターネットを経由して提供するSaaSの利用料、ならびにSaaS導入後の運用支援契
約に基づく経常的な収入などについては、月額利用料金として顧客から料金を収受し、毎
月末日をサービス提供の完了月とし月次で収益を認識しております。スポットのシステム
導入・運用支援、システムの受託開発などのサービスの販売形態については、成果物が顧
客に検収された時点において顧客が当該成果物に対する支配を獲得し、履行義務が充足さ
れると判断していることから、通常は顧客に検収された時点で収益を認識しております。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 184,128千円

⑵ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 6,374千円
短期金銭債務 196,620千円

コミットメントライン契約の総額 400,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円

当座貸越極度額の総額 250,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 250,000千円

【会計方針の変更】
該当事項はありません。

【会計上の見積りの注記】
該当事項はありません。

２. 貸借対照表に関する注記

⑶ コミットメントライン契約
当社は機動的で安定した資金調達の確保を狙いとし、コミットメントライン契約を取引銀

行1行と締結しております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり
であります。

⑷ 当座貸越契約
当社は機動的で安定した資金調達の確保を狙いとし、当座貸越契約を取引銀行２行と締結

しております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
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① 営業取引による取引高の総額
売上高 －千円
その他の営業取引 362,680千円

② 営業取引以外の取引による取引高の総額 32,115千円

工具器具備品 71千円
計 71千円

株 式 の 種 類 当事業年度
期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 379,323株 －株 －株 379,323株

　繰延税金資産
　賞与引当金 19,039千円
　貸倒引当金限度超過額 6,900千円
　未払事業所税 1,380千円
　未払事業税 5,452千円
　関係会社株式評価損 5,772千円
　ゴルフ会員権評価損 4,149千円
　資産除去債務 8,733千円
　その他 2,852千円
　繰延税金資産小計 54,281千円
　評価性引当額 △18,655千円
繰延税金資産合計 35,626千円

３. 損益計算書に関する注記
⑴ 関係会社との取引高

⑵ 固定資産売却益の内容

４. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

５. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の
名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社

株式会社
リアルテッ
ク・コンサ
ルティング

所有
直接
100％

業務の
受委託
役員の
兼任

システム導
入・運用支援
業務の委託
（注）１

362,680 未払金 46,620

管理業務の
受託（注）１ 32,115 未収入金 6,374

資金の借入
（注）２ 50,000

関係会社
短期
借入金

150,000

利息の支払
（注）２ 2,224 未払費用 856

⑴ １株当たり純資産額 124円32銭
⑵ １株当たり当期純利益 5円36銭

６. 関連当事者との取引に関する注記

（注）１．価格その他取引条件は、市場実勢を勘案し交渉の上、決定しております。
　　　２．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

７. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「連結注記表 6.収益認識に関する注記 ⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するため
の基礎となる情報」に記載の通りであります。

８. １株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2026年４月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該
株式分割については、当事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利
益を算定しております。

９. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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Mooreみらい監査法人
東京都千代田区
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中村　英人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐野　修

独立監査人の監査報告書
2026年５月13日

株式会社いい生活
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社いい生活の2025年４月１
日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社いい生活及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影
響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規程を含む。）に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人
は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独
で監査意見に対して責任を負う。
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　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 44 －



計算書類に係る会計監査報告

Mooreみらい監査法人
東京都千代田区
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中村　英人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐野　修

独立監査人の監査報告書
2026年５月13日

株式会社いい生活
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社いい生活の2025年
４月１日から2026年３月31日までの第27期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高
い事業体の財務諸表監査に適用される規程を含む。）に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成
及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監 査 等 委 員 成　　本　治　　男 ㊞
監 査 等 委 員 伊　　藤　耕一郎 ㊞
監 査 等 委 員 神　　村　大　　輔 ㊞

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第27期事業年度における取締役
の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
１. 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重

要な会議にオンライン形式で出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に
関して業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等とオンライン形式で意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２. 監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 Moore みらい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 Moore みらい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2026年５月25日

（注）監査等委員成本治男、伊藤耕一郎、及び神村大輔は、会社法第２条第15号及び第331条第６
項に規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告

－ 47 －


